











































































































国際会計基準(I A S N 0.21) 日本(外貨建取引等会計処理基準) アメリカ(S F A S N 0.52) 
外貨建取引は，報告通貨によっ (1) 外貨建取引は，当該取引発 取引が認識される日において，
て当初認識するさいには，取引日 生時の為替相場による円換算額を 取引から生じる各資産，負債，収
における報告通貨と外貨との聞の もって記録する(ーの 1-(1)。 益，費用，利得および損失は，当
為替レートを外貨額に適用した金 取引発生時の為替相場としては， 日の実際の為替レートを用いて企
額で記録すべきである([9 ] ， pa 取引が発生した日における直物為 業実体の機能通貨で測定・記録さ
r.9)。 替相場又は合理的な基礎に基づい れるであろう([8 ] ，貨paとr.16)。










トの使用は，信頼できない([9] ， によることも妨げない(注解注2)。 は必要のないほど詳細な記録およ
































う。したがって，平均法およびその他の概算法の使 なお，上記の現地通貨とは， ..u.....r..'" 11._-1;>"/"....，純キヤツ
用が容認される。たとえば，多数の収益，費用，手IJ シュフローをもたらす主要な経済環境の通貨である




([ 5] ， par..61)。
オーストラリア (ASRB1012) ニュージーランド (SS A P N 0.21) 
外貨建取引から生じる各資産，負債，収益および par.5.3における規定を除いて，外貨建取引は，取
費用は，取引日の実際の為替レートを使用して， 自 引日の実際の為替レートまたはそれに近似するレー





配慮を伴うであろう([4] ， par. xxxiサ。 基礎として使用すべきである ([17]， par.5.3)。
(a) 取引日の実際の為替レートによる換算を支持する見解
ここでは，取引日の実際の為替レートによる換算を支持する 1. J .マーチン








1.] .マー チン ([11J，pp.l00)によれば，この取引は，次のように仕訳さ
れる。




















































③借方外貨建債務 FC ‘D' 
£‘B' 
FC ‘D' 






























1J ， pp.101-102) oJと述べ，取引日の実際の為替レートによる換算を主張し









































































5 森田教授 ([13]， 163頁)は，上記の【ケースAl]についての会計処理を次のよう
に示している。
3/1 (借)外貨売掛金 108，920 
(貸)売上 108，920 
6/30 (借)現金 107，000 
為替差損 1，920 
(貸)外貨売掛金 108，920 













益の額を示すことにはならないのである ([13J， 162-163頁)oJ 
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図表2 決算日の換算方法の国際比較
国際会計基準(I A S N 0.21) 日本(外貨建取引等会計処理準) アメリカ(S F A S N 0.52)
(a) 外貨建貨幣性項目は，決 イ 外貨建短期金銭債権債務 各決算日において，記録企
|算日レートを使用して報告す 外貨建短期金銭債権債務に 業実体の機能通貨以外の通貨
べきである。 ついては，決算時の為替相場 で記録されている残高は，カ
(b) 外貨建の歴史的原価によっ による円貨額を付する。 レントレートを反映するよう
















カナダ (AR 1650) イギリス(S S A P N 0.20)
各決算日において，外貨建貨幣性項目は，決
算日の実際の為替レートを反映するように修正





きである([5 J • par..18)。
オーストラリア (AS R 81012) 
決算日において未決済の外貨建貨幣性項目は，
決算日のカレントな直物レートで換算される













必要はないであろう([1 J • par.47)。
ニュージーランド(S S A P N 0 .21)
par.5.3における規定を除いて，各決算日にお
いて，貨幣性項目は，決算日レートで換算すべ





































































































































































































































([ 8 J ， par.126)oJと指摘している。






































































































24 文献([ 6 J ，436-437頁)によれば，本論文で検討した各基準に限らず世界中のほと
んどの会計基準においても，為替変動差額は，原則として，損益として処理すべきで
あると規定されている。
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図表3為替変動差額に関する会計処理方法の国際比較








が生ずる期間の損益として認識す 益として処理する(ーの 3)。 または減少は，為替レートが変動













































([ 8 ] ， par.20)。
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図表3 為替変動差額に関する会計処理方法の国際比較(続き)


























確定される ([5]， par..52)o I (a) 任意の会計期間において，借入金に関する為
-外貨建貨幣性項目は，次の(a)および(b)のへッジ| 替差損益は，持分投資に関する為替差損益の範
によってカバーされる。 I 囲内に限り相殺される。




幣性項目に関する為替差損益は，その貨幣性項目が I (c) 採用された会計処理は，毎期一貫して適用す









法を開示すべきである ([5]， par..23)o の転換性または市場性に関して疑いがある例外的ケー









に計上される。 ([4] • par..12)o トかあるいは過年度の財務諸表で報告されたときの
-外貨エクスポージャーに対する防御のためのヘッ|レートと異なるレートで実体の外貨建貨幣性項目を
ジ取引に関する為替変動差額は. par..34が適用され|報告することから生じる為替変動差額は，当期の損
る場合を除いて，為替レートが変動する会計年度に|益計算書に認識すべきである ([17] • par.5.4)。




































され続けるべきである ([17J • par.5.8)。




























































きであり，将来の会計期間に繰り延べて，賦課すべきではない ([17J， par.4. 
8) oJ 
また，アメリカ基準26 (S F A S N 0.52)は，原則的会計処理方法について，
「外貨建貨幣性資産または負債が当初取引の機能通貨相当額より大きいまたは




































は，会計測定にとっていかなる客観的基礎も含んでいない([7 ] ， par.166)oJ 
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小さい金額で決済される場合，為替差損益は，直接キャッシュフロー効果を持














































した構成要素として繰り延べられ続けるであろう([5] ， par. .55)oJ と説明してい
る。








入または販売される財のカナダドルでの価格の一部に含められるであろう([5 ] ， p 
ar..51)oJと説明している。


























たは外貨建での将来収益の流入が，有効なヘッジとして機能する場合がある([ 5 ] ， 
par..47)oJと説明している。
また，カナダ基準 (AR1650)は，ヘッジ(取ヲ1)の要件について，次のように規




























































31 オーストラリア基準 (ASRB1012)によれば. rw適格資産』とは，為替変動差額
を資産の取得原価に含めることに関連する次のような資産である。 (a)企業がそれ自
身の活動によって将来の生産的用途のために建設中であるかまたは準備中である資産。























続期間にわたり償却される([5 ] ， par..22)oJ。






































結び、つけられ， par..23に準拠して，残存存続期間にわたり償却されるであろう([5 ] 
， par..27)oJ 
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